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平成30年度の
主な事業

甲賀市の財政状況

　平成30年度に実施した事業の成果
の一部を紹介します。

詳細は、市ホームページ
「甲賀市の決算」に掲載しています。

（
仮
称
）
ま
ち
づ
く
り
コ
ア
・� 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
建
設
事
業　

６
億
８
，５
６
４
万
円

　市民や市民活動団体などがつな
がり、連携、協力する協働の取り
組みを推進するため、市民活動を
支援する拠点施設整備を進めまし
た。３月に工事が完了し、「まるー
む」の愛称で５月に開館しました。

重
症
心
身
障
害
者�

 

通
所
施
設
整
備
事
業

１
億
２
，６
０
７
万
円

　甲賀圏域の重症心身障がい者の日
中活動を行う通所施設を整備するた
め補助を行い、４月に「障がい者支援
センターかがやき」が開所しました。

海
外
都
市
友
好
交
流
推
進
事
業　

２
０
６
万
円

　中国湖南省張家界市と友好都市提携を
行い、忍者をはじめとする本市特有の資源
を現地でPR するなど、観光振興および産
業振興につながる取り組みを進めました。

歴
史
文
化
都
市
構
築
補
助
事
業　

１
，６
０
４
万
円

　観光誘客や観光消費額の拡大につなが
る旅行商品の開発や販売、また地域資源
を生かした取り組み等、歴史文化都市構
築に向けた事業に対する補助金により、民
間活力を活用した観光振興を図りました。

小
中
学
校
空
調
設
備
整
備
・

ト
イ
レ
改
修
事
業　

７
億
４
７
６
万
円

　小中学校の普通教室等の空調整備
を小学校９校、中学校２校で実施す
るとともに、小学校４校のトイレ改
修を実施しました。

Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
環
境
整
備
事
業

（
小
中
学
校
）　

２
億
２
，７
２
０
万
円

　市内小中学校でＰＣ教室機器の更
新、児童生徒用タブレット端末、デ
ジタル教科書、教室の無線ＬＡＮ環
境を整備しました。また、ＩＣＴ利活
用を援助する支援員を配置しました。

全
国
植
樹
祭
誘
致
推
進
事
業
・ 

全
国
植
樹
祭
整
備
事
業　

１
４
２
万
円

　広く森林・林業への関心を高める
とともに、本市の魅力を全国へ発信
する機会となるよう、令和３年春、
滋賀県で開催される「第 72 回全国
植樹祭」の主会場誘致に取り組み、

「鹿深夢の森」が主会場（式典会場）
に決定されました。

　

平
成
30
年
度
甲
賀
市
一
般
会
計

お
よ
び
各
特
別
会
計
決
算
、
基
金

の
運
用
状
況
、
公
営
企
業
会
計
決

算
、
財
政
健
全
化
お
よ
び
経
営
健

全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て
、
審
査

に
付
さ
れ
た
各
会
計
の
決
算
書
お

よ
び
付
属
書
類
等
を
審
査
し
た
と

こ
ろ
、
い
ず
れ
も
関
係
法
令
に
準

拠
し
て
作
成
さ
れ
て
お
り
、
か
つ

計
数
も
正
確
で
、
適
正
に
執
行
さ

れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
・
特
別
会
計
は
黒
字

を
維
持
し
、
公
営
企
業
会
計
に
つ

い
て
は
病
院
事
業
会
計
に
純
損
失

が
あ
る
も
の
の
、
そ
の
他
の
会
計

で
は
純
利
益
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

財
政
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

各
企
業
会
計
の
資
金
不
足
比
率
も

良
好
な
状
態
に
あ
る
と
認
め
ら
れ

ま
す
。

　

財
政
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
税
・

料
金
等
の
確
保
、
収
納
向
上
対
策

等
に
よ
る
未
収
金
の
さ
ら
な
る
縮

減
を
進
め
る
一
方
、
各
施
策
や
事

業
の
緊
急
性
、
有
効
性
等
を
見
極

め
た
う
え
で
、
限
ら
れ
た
財
源
の

効
果
的
な
経
費
支
出
を
図
る
こ
と

に
よ
り
、「
最
少
の
経
費
で
最
大

の
効
果
を
挙
げ
る
」
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
今
後
Ｎ
Ｈ
Ｋ
連

続
テ
レ
ビ
小
説
の
放
送
、
東
京

２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ

リ
ン
ピ
ッ
ク
の
ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
、

第
72
回
全
国
植
樹
祭
開
催
と
本

市
の
魅
力
を
全
国
、
世
界
に
発
信

で
き
る
機
会
に
恵
ま
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
機
会
を
千
載
一
遇
の
チ
ャ
ン

ス
と
捉
え
、
地
域
経
済
全
体
へ
の

波
及
効
果
を
生
み
出
す
取
り
組
み

を
は
じ
め
、
国
内
外
の
社
会
経
済

環
境
や
時
代
の
潮
流
を
見
誤
る
こ

と
な
く
的
確
に
読
み
取
り
、
組
織

の
現
状
分
析
・
改
善
を
持
続
的
に

展
開
し
な
が
ら
、
市
民
福
祉
の
充

実
・
向
上
を
最
優
先
と
し
、
い
つ

も
の
暮
ら
し
に
「
し
あ
わ
せ
」
を

感
じ
る
ま
ち
と
し
て
、
市
民
の
皆

様
と
と
も
に
輝
く
未
来
を
実
現
さ

れ
る
こ
と
を
期
待
す
る
も
の
で
あ

り
ま
す
。

※�

８
月
16
日
付 �

�

市
長
へ
決
算
審
査
報
告

　

健
全
化
判
断
比
率
お

よ
び
資
金
不
足
比
率
が

一
定
の
基
準
値
を
超
え

た
場
合
、
改
善
が
必
要
な

状
態
と
み
な
さ
れ
、
財
政

健
全
化
計
画
を
策
定
す

る
こ
と
な
ど
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

　

算
定
の
結
果
、
こ
れ
ま

で
の
市
債
の
発
行
抑
制

や
繰
上
償
還
の
実
施
、
新

規
借
入
の
際
に
は
交
付

税
措
置
の
手
厚
い
事
業

に
厳
選
す
る
な
ど
、
財
政

の
健
全
化
に
向
け
た
取

り
組
み
の
継
続
、
地
方
公

営
企
業
等
の
元
利
償
還

金
の
減
少
な
ど
に
よ
り

実
質
公
債
費
比
率
は
0.9

ポ
イ
ン
ト
、
将
来
負
担
比

率
は
14
・
４
ポ
イ
ン
ト
改

善
し
ま
し
た
。

　

自
主
的
な
改
善
努
力

が
求
め
ら
れ
る
早
期
健
全

化
基
準
と
は
大
き
く
離

れ
て
お
り
、
健
全
な
状
態

を
保
っ
て
い
ま
す
。
今
後

も
限
ら
れ
た
財
源
を
効
果

的
に
活
用
す
る
と
と
も
に
、

一
層
の
財
政
の
健
全
化
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

■ 全項目で健全化基準をクリア

決
算
審
査
報
告

監
査
委
員　

山や

ま

本も

と

哲て

つ

雄お　

白し

ら

坂さ

か

萬ま

里り

子こ

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成30年度決算に基づく甲賀市の健全化判断比
率および資金不足比率を公表します。

■ 健全化判断比率
指標 平成30年度 平成29年度 早期健全化基準

【イエローカード】
財政再生基準
【レッドカード】

実質赤字比率 
（一般会計などの赤字の割合）

赤字なし 赤字なし 12.1% 20%

連結実質赤字比率 
（全会計の赤字の割合）

赤字なし 赤字なし 17.1% 30%

実質公債費比率
（１年間の収入に対して返済する借金が占める割合）

9.1% 10% 25% 35%

将来負担比率
（財政規模に対して将来に負担が見込まれる負債の割合）

59.6% 74% 350% －

健 全

健 全

改 善

改 善

昨年より
0.9％

昨年より
14.4％

■ 資金不足比率
指標 平成30年度 平成29年度 早期健全化基準【イエローカード】

資金不足比率 
（公営企業の資金不足割合）

資金不足なし 資金不足なし 20%健 全




